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学位論文内容の要旨

  地域社会には、取り巻く環境変化に対応しながらシステムを安定させるための問題解決のしく

みが備わっている。このしくみを「問題解決システム」と呼ぶことにすると、近年は人口減少や

高齢化、地域産業の衰退、グローバリゼーションなどの環境変化によって、地域社会の問題解決

システムは崩壊の危機に直面している。そこで本論文は、「関係性の構築」という観光の特性を生

かすことで、地域内外の多様な関係者が地域社会にかかわる機会をっくり出し、地域社会の自律

的な問題解決カの回復という地域再生を図るためのしくみを提案することを目的とした。そこで、

北海道夕張市、黒松内町、標津町、登別市ネイチャーセンター「ふぉれすと鉱山」を対象とした

実証分析を実施し、地域資源を活用した地域主導の観光を推進することで、多様な関係者がかか

わる「オープン・プラットフオーム」が形成され、このしくみから新たな問題解決システムが構

築されることを明らかにした。そして、オープン・プラットフオームから新たな問題解決システ

ムへと 展開 する ため の条件 につ いて 検討し 、新 たな 地域 社会の あり 方を 示した。

  本論文の構成は、以下の通りである。

  まず第1章では、高度経済成長期以降の地域社会を取り巻く環境変化を整理した上で、現在地

域社会の問題解決システムが崩壊の危機に直面していることを指摘した。そして、地域社会が環

境変化に対応するために、「地域内外の多様な関係者がかかわることによって、自律的な問題解決

カの回復を図るためのしくみを提案する」という本論文の目的を設定した。さらに、第2章以降

の議論を展開する上で必要な基本的用語および関連分野の整理、本論文の構成を示した。

  第2章では、先行研究を概説し、本論文の独自性を提示した。まず、地域社会における問題解

決の重要性を指摘した上で、「まちづくり」から「観光まちづくり」へ展開するプロセスを中心に、

関連する先行研究の成果と課題を整理した。これらの先行研究は、地域社会の主体性を強訓する

あまり閉鎖的性質を持っているが、集積度の高い都市では、地域外関係者がかかわって地域再生

を進める可能性が言及されている。そこで本論文では、集積度の低い農山漁村において、地域外

関係者がかかわる「開放性」に着目した自律的な問題解決システムの構築可能性にっいて検討す

る必要性を示した。その上で、第4章以降の実証分析に必要な分析視点や要件を提示した。

  第3章では、本論文の研究方法として、実証分析の具体的プロセスを示した。また、調査対象

地の選定条件を設定するとともに、選定した4つの調査対象地の妥当性を明らかにした。

  続く第4章から第7章では、観光の推進による地域再生に取り組んでいる地域を取り上げ、実
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証分析を試みた。第4章で取り上げた北海道夕張市は、1980年代初頭から観光開発による地域再

生に取り組んできたにもかかわらず、2007年3月に財政再建団体に陥った。そこで、夕張市の観

光開発を再評価し、実質的に国や地域外の民間開発業者が主導する他律的観光であり、観光開発

を通じてめざすべき地域ビジョンが変質したという問題点をあげた。そして、市民が観光にかか

わる機会がなかったため、観光の持つ特性が夕張市の地域再生に生かせなかったことを指摘した。

  第5章の北海道黒松内町は、町役場が主導しながら1980年代後半から地域再生に取り組んでき

た事例である。黒松内町では、町役場が地域外関係者のか・かわりに応じて地域再生の役割を変化

させたことで、開放的性質を備えた町役場の問題解決システムが再生・強化されたことを示した。

その際に、町役場が主体的に地域資源を活用した観光を推進したことで、町民と地域外関係者の

さまざまな交流機会を創出できたこと、また町役場が明確な地域ピジョンを持ったことによって、

地域外関係者がかかわりながらも、地域社会の自律性を確保できたことを明らかにした。

  第6章で取り上げた北海道標津町は、1990年代後半から地域産業が連携して観光を推進し、地

域再生を図った事例である。標津町では、地域産業の危機に対応するためにツアーを実施し、さ

らに標津町エコ・ツーリズムヘと展開したことで、産業間の関係性が再構築されるとともに、外

部のまなざしが町内に持ち込まれたことを指摘した。また、その効果を活用することで、地域資

源や地域社会の捉え方が変化し、地域社会の一体性が高まったほか、産業に直接関係しない問題

解決も含め、町内でさまざまな活動が展開されていることを示した。

  第7章の北海道登別市ネイチャーセンター「ふぉれすと鉱山」は、2000年代初頭から始まった

市民活動を主体とした地域再生の事例である。市民NPOのモモンガくらぷは、地域外の専門NPO

や施設利用者から積極的に知識やノウハウを取り入れることで、活動のエンバワーヌントを促進

してきた。また、「交流機会」を資源のように創造・活用し、多様性と自律性のパランスを保ちな

がらさまざまな活動を展開していった。その結果、ふぉれすと鉱山で培った活動ノウハウが登別

市 内 各地 で生 か され 、活動分野や 範囲が広がって いることを明 らかにした。

  第8章ではッ第2章で示した事例分析の視点から調査対象地の実証分析の結果を整理し、共通

する特徴や要素を見出した。特に、地域事象に立脚したピジョンを通じて地域社会の自律性を確

保しながら、地域資源を活用した地域主導の観光を推進することによって、地域内外の多様な関

係者がかかわる場やしくみが形成された点に着目し、それを「オープン・プラットフオーム」と

名づけた。そして、オーブン・プラットフオームの発展条件として、＠多様な関係者によってピ

ジョンが共有されていること、◎「開かれた」参加プ口セスを備えていること、◎創発的な組織

学習の機会があること、＠地域社会の自律性・主体性が確保されていることの4点を指摘した。

  第9章は、オープン・ブラットフオームの今後の展開の方向性として、多様で重層的な地域社

会の問題解決に寄与する可能性に言及するとともに、新たな問題解決システムヘと展開するため

の課題を明らかにした。また、地域社会の問題解決システムが崩壊の危機に直面する現在、オー

プン・プラットフオームから生み出される活動が、世界と個人の間を媒介する社会的中間項を担

う可能性を指摘した。その上で、オープン・プラットフオームを通じた地域再生の実現に向け、

調査対象地ごとに今後取り組むべき課題を提示した。

  以上の検討から、地域事象に立脚したピジョンを策定することで地域社会の自律性を確保し、

地域資源を活用した地域主導の観光を推進することによって、多様な関係者がかかわることので
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きるオープン・プラットフオームを形成し、農山漁村においても開放性を備えた地域再生が可能

であることを示した。地域社会を取り巻く環境が激変する中で、これからの地域社会のあり方と

して、地域資源をコアに地域内外の多様な人びとが親密な関係性を構築する「かかわり合う地域

社会(engaging community)」の実現が求められている。もちろん、こうした地域社会の実現に向

けた課題も多いが、地域主導の観光を通じたオープン・プラットフオームの形成がそのスタート

になることを指摘し、終章において本論文の結論とした。
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オープン・プラットフオームの研究

  本学位論文は、地域資源を活用した地域主導による観光の推進によって形成されるオ

ープン・プラットフオームに関する実証的調査研究にもとづいて、地域社会の自律的な

問題解決カの回復としゝう地域再生のあり方を明らかにすることを目的にしている。

  日本の地域社会は、1980年代以降、過疎化の進展、地域産業の衰退、グローバリゼー

ションなどの深刻な地域課題を抱えてきた。元来、日本の地域社会は各種の問題を解決

するためのシステムを内包していたが、1980年代以降における各種の構造的変化によっ

て問題解決システムが崩壊の危機に直面した。本論文は、「関係性の構築」という観光の

特性に着目して、地域資源を活用した地域主導型観光の推進を図る際に形成される「オ

ープン・プラットフオーム」に焦点を当てて、詳細な実態調査にもとづいて、地域社会

における新たな問題解決システムの構築についての諸条件を明らかにし、今後の日本社

会における新たな可能性を提示している点に独自性があり、学術的に高く評価できる。

  本論文では、「地域社会の開放度」と「人口・資本の集積度」という2軸にもとづいて、

日本の地域社会をカテゴルー分類した上で、集積性と開放性（外向性）の高しゝ「都市地

域」においてはソーシャル・イノベーションや創造都市の動きが実践される可能性が高

いのに対して、開放性（外向性）に向かいつっも分散性の高い現在の「農山漁村地域」

においては新たな課題解決システムの構築が必要になるとしゝう仮説を提示している。こ

の仮説を検証するために、北海道の4つの地域において実態調査を実施し、実証的に仮

説検証を行っている。本論文では、北海道の4地域（夕張市、黒松内町、標津町、登別

市ネイチャーセンター・ふぉれすと鉱山）における実態調査で得たデータにもとづいて、

地域社会における自律的な問題解決カの回復のあり方が明らかにされている。これらの

4つの地域は問題解決システムの危機直面の時期ならびに新たなシステムの構築のあり

方が異なっている。夕張市では1980年代初頭、黒松内町では1980年代後半、標津町で



は1990年代後半、登別市ネイチャーセンター・ふぉれすと鉱山では2000年代初頭など

であり、時期的に異なる事例調査の積み重ねによって、従来にはない貴重なデータの収
集が可能になり、それらのデータにもとづいて、独自の論点を明確にすることが可能に
なっている。
  これらの4地域における詳細な実態調査の成果を踏まえて、多様な関係者がかかわる

オープン・プラットフオームが新たな問題解決システムの構築に寄与することを明らか
にし、オープン・プラットフオームから新たな問題解決システムへと展開するための条
件を明示したことは、本論文の独自性として学術的に高く評価することができる。ただ
し、本論文では北海道の事例だけが扱われているので、今後において日本の他地域の事
例と比較研究されることカミ期待されてしゝる。
  本論文では、オープン・プラットフオームの発展のための諸条件として、ピジョンの
共有、開かれた参加システム、創発的な組織学習、地域主導の合意形成、という4条件
が重要であることを明らかにするとともに、オープン・プラットフオームが地域社会に
おける問題解決システムとして効果を発揮するための順序として、＠ピジョンの共有、
◎開かれた参加システム、◎創発的な組織学習、＠地域主導の合意形成、という順での
発現段階を仮説的に提示している点も評価できる。ただし、このオープン・プラットフ
オームの発展のための諸条件については、今後、他の事例研究を通して仮説検証される
必要がある。
  さらに、本論文では、地域内外の多様な関係者によって親密な人間関係が構築される
「かかわり合う地域社会(engaging community)」の実現の重要性が指摘されている点
も重要である。ただし、この論点につしゝては可能性が指摘されただけで十分に論じっく
されていないので、今後の研究の積み重ねの中で、より詳細に論じられることが必要で
ある。
  いずれにしても、地域社会を取り巻く環境が大きく変化する中で、オープン・プラッ
トフオームの実証的研究を通して、多様な人々がかかわり合う地域社会や開放的地域社
会の実現が地域社会の自律的な問題解決カの回復において重要な役割を果たし得ること
を論証し、オープン・ブラットフオームの形成後における新しい地域社会のあり方を明
らかにした点は、従来の観光まちづくり研究を大きく発展させ、新たな観光研究分野を
確立しうるものであり、博士（観光学）の学位論文として学術的に高く評価できるもの
である。
  よって著者は、北海道大学博士（観光学）の学位を授与される資格があるものと認め
る。


